
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「起業希望者」が急激に減少 

政府が閣議決定した中小企業白書（2014 年度版）で、

経営者の高齢化と後継者不足が深刻化している状況が

明らかになりました。 

また、近年、起業を希望する人を示す「起業希望者」

の数が 160 万人台から 80 万人台に半減し、急激に減少

している一方、起業家数は大きく変化しておらず、毎年

20～30 万人の起業家が誕生していることがわかりまし

た。 

 

◆高齢経営者の約半数が「事業承継の準備不十分」 

事業承継の形態は、内部昇格や外部からの招聘等、親

族以外の第三者への承継割合が増加しているようです。 

後継者の育成期間には「３年以上必要」と考えている

経営者は８割以上に上りましたが、「経営者の年齢別事

業承継の準備状況」を見ると、60 代で約６割、70 代で

約５割、80 代で約４割が、後継者がいないなど事業を

引き継ぐ準備ができていないことがわかりました。 

 

◆増加する休廃業・解散の原因 

近年、休廃業・解散の件数も増加していますが、廃業

を決断した理由として最も多かったのが、「経営者の高

齢化、健康（体力・気力）の問題」（48.3％）であり、

以下、「事業の先行きに対する不安」（12.5％）、「主要な

販売先との取引終了（相手方の倒産、移転のケース含

む）」（7.8％）が続いています。 

 

◆第三者への承継支援策と廃業対策 

これらの結果を受けて、政府は、第三者への承継支援

策と廃業対策を進めていくとしています。 

第三者への承継の支援策としては、外部に後継者を求

める中小企業・小規模事業者に配慮し、高い事業意欲の

深刻化する中小企業の「事業承継」「廃業」 

ある人材を確保し、後継者ニーズのある企業とマッチン

グさせるとともに、長期的にフォローアップしていくと

しています。 

廃業対策としては、（１）廃業に関する基本的な情報

提供、（２）匿名性に配慮した専門家支援（電話相談）、

（３）小規模企業共済制度のさらなる普及・拡大を図る

としています。 

 

 

「休職後～職場復帰後の退職」に関する

調査結果 

◆休職者の 42.3％が退職 

うつ病などのメンタルヘルス不調により会社を休職

した社員の 42.3％が、休職制度の利用中や職場復帰後

に退職しているとの調査結果が公表されました。 

この調査は、独立行政法人労働政策研究・研修機構ま

とめたもので（2012 年 11 月実施、5,904 社が回答）、メ

ンタルヘルスやがん、脳疾患、糖尿病等について、休職

制度の有無や期間、退職・復職の状況などを調べる内容

です。 

 

◆退職率が高いのは 30代以下 

この調査結果によれば、過去３年間にメンタル不調を

理由に休職制度を利用した社員の退職率は、全疾病平均

（37.8％）を 4.5 ポイント上回っています。 

最も退職率が高いのはがんの 42.7％ですが、その中
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心は 50 代以上で、定年など病気以外の理由による退職

も多数含まれているようです。 

 

◆上限期間が短い企業ほど高い退職率 

また、メンタル不調者の退職率は休職制度の上限期間

が短い企業ほど高い傾向があり、上限が３カ月までの場

合、59.3％が離職という結果になっています。２年６カ

月超３年までの企業では 29.8％となっており、約２倍

の差があります。 

復職後に短時間勤務などの試し出勤や、産業医による

面談などのフォローアップを行っていない企業の退職

率も、それらを実施している企業より高くなっていま

す。 

 

◆企業の対策は？ 

企業が最も対策を重視している疾病として挙げた割

合が高いのは、メンタルヘルスが 21.9％で、生活習慣

病（8.9％）やがん（5.4％）を大きく上回っています。 

次のような対策を実施することで、メンタル不調の発

生を防いだり、復職に関する対策をとったりすることが

主流となっていますので、検討してみてはいかがでしょ

うか。 

・相談対応窓口の開設 

・管理監督者および労働者への教育研修・情報提供 

・衛生委員会等でのメンタル対策審議 

・メンタルヘルスケア実務担当者の選任 

・職場復帰における支援 

・医療機関や他の外部機関等の活用 

・産業保健スタッフの雇用や情報提供 

・職場環境等の評価および改善 

 

～当事務所よりひと言～ 

 最近は、初夏らしい陽気が多くなり、周期的に変

わりやすい天気が続いていますが、皆様いかがお過

ごしですか？ 

 また、奄美地方では、梅雨入りしたという報道が

ありました。ほぼ平年通りということですが、今年

の関東地方の梅雨入りの時期が気になるところで

すね。平年通りだと、6 月上旬となりそうですが、

今年は遅めの予報とも言われています。 

 季節の変わり目は、体調を崩しやすいので、健康

管理には気を付けましょう。 

 

6 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

2 日 

○ 軽自動車税の納付［市区町村］ 

○ 自動車税の納付［都道府県］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］ 

○ 労働保険の年度更新手続の開始＜7 月 10 日まで＞

［労働基準監督署］ 

   

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局

または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

   

30 日 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第 1 期分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］ 

 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業場］ 


